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論 文 要 旨       

 

 

所属ゼミ 清水勝彦研究会 氏名 阿部恭大 

（論文題名） 

Ｈ社の生産性向上についての考察―宅配事業への提言― 
 

 

 

 

 

（内容の要旨） 

  

 

 

 本研究は、実家の食品販売卸であるＨ社とＧ社についての事例研究である。 

Ｈ社は地域密着のエリアマーケティングで宅配事業を展開している。現在、父親が社長として経営

に当たっており、祖父が創業し、今年で 62 年目になる。自分自身、同社の経営を父から継承し、

次世代に継承したいという思いが背景にある。 

 

 近年、グループの宅配事業は問題に直面している。その背景に YL が約 1,000 人単位で毎年減少

しているという事実がある。実際に 1973 年に約 6.6 万人いた全国の YL は、2015 年には 36,600

人まで（1973年ピークに）減少している。同様に、自社においてもＹＬの採用について問題を抱え

ている。慢性的な人員不足は、現場の負担を増加させ、最悪の場合に離職に繋がる。負担が少なく、

なおかつ稼ぎの良い魅力ある生産性の高い仕事を考えなければならない。改めて、採用育成、職場

環境、職務設計など根本的なところに手を打つことがより重要である。 

 

 また、グループには実績に応じた順位付けがされるが、自社が No.1 になるためにどうすればよ

いのか。苦しい環境下、顧客満足度の実現と、上位になることをモチベーションに成長を続けてき

た。新しい発想でグループ内上位に君臨する販売会社ではより働きやすい職場、負担軽減を考え、

生産性向上を実現し、様々な取組みを実施している。本論ではグループ内において 10 年以上、一

人当たりの売上高（生産性）が高く、断トツ No.1 であるＧ社をベンチマークする。同社が高業績

であることの秘訣、また、それを維持しつづけるための仕組みなどは明らかにする。明らかにした

上、理想像であるＧ社とＨ社との間を埋めるための課題発見と提言を行う。 

 

 本論分の目的は３つある。１つ目は、H社を近い将来事業承継する立場として、宅配事業の現状

把握を行うこと。２つ目は、全国一の販売会社であるＧ社に訪問し、当社がどのように１位になっ

たのか、生産性を上げるために、採用、育成、職務設計についてどのような「仕組み」があるのか

明らかにすること。明らかにした上Ｇ社を理想像として、Ｈ社との間にあるギャップを課題として

設定する。３つ目は、訪問を踏まえた上、H 社が成長しながら今後１位になるため、どのような本

質的な課題が潜んでいるのか本研究を通じて明らかにし、最後にどうあるべきかを提言する。４つ

目に、提言した内容について現実的に実行に向けて適宜修正する。 

 

 課題設定した内容として、本研究で提言した内容は以下の通りである。 

 2023年までの事業計画として、①採用プロセスの再検討 ②職務設計の再検討 ③エリアの細分

化 ④教育研修の企画・運用の強化、そして、現場で働くＹＬのあるべき姿について数値目標を記

載した。事業承継者としてこれらの提言を作成した計画を基に、これから現実的に実行していく予

定である。 

 

 

 

 

 


